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研究成果の概要（和文）：テクノロジーの進化に伴い大卒の労働者の需要は高まる一方、高卒の労働はロボット
に置き換えられ需要は減っている。そのため、スキルプレミアムと呼ばれる大卒と高卒の賃金の差が拡大してい
る。本研究では、大学中退者を増やすことなく効果的に大卒者数を増やすような新しい奨学金体系を考え、その
奨学金体系がスキルプレミアムをより効果的に減らすことを示した。さらに、返済額が所得額に依存して決まる
新しいタイプの学生ローンが大学に入学するリスクを下げ、大卒の数を増加させて社会厚生を上げることもわか
った。

研究成果の概要（英文）：With the advancement of technology, the demand for college-educated workers 
is increasing, while the demand for high school graduates is decreasing as they are being replaced 
by robots. As a result, the wage gap between college and high school graduates, known as the "skill 
premium," is widening. This study proposes a new scholarship system that effectively increases the 
number of college graduates without increasing the number of college dropouts, and demonstrates that
 this scholarship system can more effectively reduce the skill premium. Additionally, it was found 
that a new student loan system, where the repayment amount is dependent on income level, can reduce 
risk and increase social welfare.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
アメリカの大学の中退率は、全入学者の50%にも上ることが広く知られてる。しかしながら、大学の中退者を減
らすことをターゲットにしたマクロ経済学の研究は今まで多く見られず、その重要性を明確にすることが後発研
究を誘発する可能性がある。また、学年ごとに大学の奨学金を変えることによるマクロ経済への影響を示すこと
で、単に総額を変更するだけではない新しいタイプの政策提案を考える研究が誘発できる。さらに、学年ごとに
教育の補助金の額を変えるアイデアは、大学に限らず、幼児教育や小学校から高等学校、そして職場での訓練な
どにも応用でき、政策提案の可能性を広げることができる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 
アメリカでは、賃金格差が広がっている。特に、大卒と高卒の間のスキルプレミアムと呼ばれる 
賃金格差は、1980 年代には 1.5 倍程度だったものが、2000 年以降は 1.9 倍に拡大している。
コンピュータやロボットなどのテクノロジーの進歩が主因と考えられており、スキルのある大
卒の需要が増加する一方で、高卒の需要はロボットなどの技術によって置き換えられ、減少して
いる。また、大卒の供給が需要の増加に追いつかなかったため、大卒の賃金が相対的に上昇した
とされている。日本では、スキルプレミアムの増加はあまり顕著ではないが、テクノロジーの進
歩はどの国でも共通して起こるため、アメリカと同様に格差が広がる可能性がある。このような
賃金格差の拡大に対して、政府はどのように対処するべきかについて、既に先行研究が議論され
ている。 
給付型奨学金の拡大は大卒者の増加を促し、スキルプレミアムを減少させるためには望ましい
とされている。しかし、これらの研究では大学の中退率を考慮していない。実際、アメリカでは
大学に入学した学生の 50%が中退しているため、奨学金の拡大によって入学者数を増やしても、
効果的に大卒者数の増加につながらない可能性が高い。 
大学に入学する高校卒業生の割合は約 70％であり、既に入学している学生の中退率を減らすこ
とが大卒者数の増加において重要であることが指摘されている。大学の中退はアメリカに限っ
た現象ではなく、OECD平均では大学に入学した学生の約 30％が中退している。将来的に日本
でも大学入学者数が増加すると、中退率が上昇する可能性があるため、政策策定においては大学
の中退を考慮することが重要である。 
さらに、大学を中退した際、大卒ほどの賃金は期待できないにもかかわらず、学費を学生ローン
で賄っていた場合、学生ローンの返済に困る人が多いことはよく知られている。特にアメリカで
は学生ローンを返済することができず、債務不履行に陥ってしまうケースもある。日本でも同様
の問題が存在する。 
 
２．研究の目的 
 
本研究の目的は、スキルプレミアムの拡大に対する政府の対応策を明らかにすることである。具 
体的には、望ましい給付型奨学金の体系について議論し、大学の入学、中退、卒業が内生的に決 
定され、大卒者数が賃金格差に影響を与えるような一般均衡モデルを考える。 
過去の研究では、奨学金の効果については学年ごとに共通の受給額が考慮されてきた。具体的に
は、学年ごとに共通の奨学金の額を増やすと入学者数と卒業者数が増え、逆に減らすとどちらも
減少するという結果が示された。従って、従来の奨学金制度は入学者数と卒業者数に対して同様
の効果しか持たないとされている。 
一方、本研究の新しいアプローチは、学年ごとに異なる受給額を設定する奨学金制度を考えるこ
とである。このような奨学金制度では、入学と卒業に対して従来の制度とは異なる影響を与える
ことができる。 
例えば、大学前半の 2 年間は奨学金の額を減らし、後半の 2 年間は奨学金の額を増やすといっ
た具体的な例を考えることができる。この場合、前半 2年間の奨学金が減少するため、中退する
可能性が高いと考えている学生は入学する動機を失う。逆に後半 2 年間の奨学金が増加するこ
とで、卒業まで大学に残る動機づけが生まれる。その結果、入学者数は減少し、卒業者数は増加
することが予想される。このように、異なる受給額が入学者数と卒業者数に異なる影響を与える
点が、本研究の新たな視点と言える。 
アメリカの大学の中退率が全入学者の 50％に達しているという事実は広く知られているが、大
学の中退率を減らすことを目指したマクロ経済学の研究はまだ多く存在しない。しかし、この問
題の重要性を示すことで、後続の研究が促進される可能性があると考えている。さらに、大学の
奨学金を学年ごとに変動させることがマクロ経済へ与える影響を示すことにより、単に総額を
変更するだけではなく、新しいタイプの政策提案が生まれる可能性も考えられる。また、教育の
補助金の額を学年ごとに変えるというアイデアは大学に限らず、幼児教育から小学校、高等学校、
そして職場でのトレーニングなどにも応用することができ、政策提案の可能性を広げることが
できると考えられる。 
次に、大学の中退が起きた時に学生ローンの返済に困る人が多い問題を考える。高い学費を払っ
て入学しても、中退してしまい、賃金が少なくなり債務不履行に陥るリスクを恐れて、本来は卒
業できる能力があるにもかかわらずあえて大学に入学をすることを避ける人がいるとすれば、
日本全体のとって非効率である。このような問題に対処できる新しい学生ローン体系を考える
ことも目的である。 
例えば、中退などにより、給料が少なくて返済できない場合は収入額に応じて返済額を減らして
いくような「所得依存型学生ローン」と呼ばれる制度が多くの国で導入されている。本研究では
この新しい学生ローン返済体系がどのような効果を持つかどうかも調べる。 



最後に、スキルプレミアムが年々拡大していく中で、格差を是正するために政府による直接的な
再分配がいいのか、もしくは奨学金で大学進学を促し、スキルプレミアム自体を下げるのかどち
らが好ましいかについても調べる。直接的な再分配は一見良さそうであるが、再分配のせいで大
卒と高卒の可処分所得の差が縮まるので、努力をして大学を卒業するインセンティブが失われ
る。例えば、入学したとしても勉強の努力をせず、結果的に中退を増やしてしまい、大卒の数が
減少してスキルプレミアムを大きく拡大させてしまう可能性が存在する。それに対して、奨学金
は大学進学や卒業を促し、大卒の数を増やすことでスキルプレミアム自体を減少させることが
できる。これらの二つの政策のうち、どちらが望ましいかを調べる。 
 
３．研究の方法 
 
本研究では、異質性を持つ経済主体のモデルを作成し、そのモデルのパラメータを推定すること 
で、新しい奨学金の体系を考え、累進所得税との効果をシミュレートして比較した。研究手順は 
以下の通りである。 
1. マクロモデルを構築する。実証研究により、大学中退の原因は金銭的な理由ではなく、 
大学の成績が悪かった場合に起こることがわかっている。そこで、経済主体が自分の大 
学の成績を知った後に中退を内生的に決定するモデルを考えた。このようにして、入学、 
中退、卒業の決定により経済内のスキルプレミアムも内生的に決定される。さらに、能 
力の異質性も考慮した。出身家庭の所得の違いも考慮した。 
2. モデルが現実の入学や中退行動を説明できるようにパネルデータを用いてモデルを推 
定した。政策の効果を正確に測定するために、ミクロデータの使用が必要となった。 
3. 推定されたモデルを使用して、学年ごとに金額が異なる奨学金の効果を導出した。まず、 
4 年間のうち前半又は後半のどちらの奨学金を多くするべきかを、大卒者の数や社会厚 
生を最大化することから導出した。そして、その奨学金体系が中退行動、スキルプレミ 
アム、社会厚生に与える影響をシミュレートした。 
4. 似たモデルを用いて、所得依存型返済学生ローンの効果を調べた。現在の日本の学生ロ 
ーンは所得によらず定額を支払うものが多い。この場合、無収入であったり、所得が低 
い場合でも定額支払わなくてはいけないため、債務者は貧困やデフォルトに陥るリスク 
があることが日本でも問題になっている。そこで、他の国では新しい学生ローン体系で 
ある「所得依存型返済学生ローン」が新しく使われ始めている。このローンの元では、 
支払いは所得に依存する形で決定されるため、無収入や所得が低い場合は支払額がゼロ 
となり、貧困に陥るリスクを下げることができる。代わりに所得が高い場合に限り支払 
いを行う。 
5. 似たモデルを用いて、スキルプレミアムが拡大する中で、格差是正のために大学進学へ 
の補助金か、累進所得税による直接的な再分配のどちらが望ましいのかを調べた。それ
ぞれの政策を行うことで、スキルプレミアムや大学の入学、中退、卒業、さらに社会厚
生への効果を調べた。 

 
４．研究成果 
 
拡大している賃金格差に対して政府はどのように対応すべきかを明らかにした。具体的には、ど 
のような給付型奨学金の体系が望ましいのかという問いに答えるために、大学の入学、中退、卒 
業が内生的に決定され、大卒者数が賃金格差に影響を与えるような一般均衡モデルを考えた。既 
存の論文では受給額が学年ごとに共通の奨学金の効果だけが考えられてきたが、本研究では学 
年ごとに受給額が異なる新しい奨学金体系を考えた。学年ごとに共通に奨学金の額を増やすと 
入学者も卒業者も増える一方、減らした場合にはどちらも減るため、入学者と卒業者の数に対し 
て同じような効果しか与えない。この研究では、受給額を大学前半より後半の方を増やすことに 
よって、既存の体系とは異なり、大学の中退者を減らす一方で大卒者を増やすことがわかった。 
結果として、この新しい奨学金体系では 賃金格差を減らすこともわかった。さらに、この学年 
ごとに受給額が異なる新しい奨学金体系は社会厚生を最大化することもわかった。 
次に、所得依存型返済学生ローンを経済に導入すると経済の社会厚生が大きく増加することが 
わかった。このローンの元では将来所得が低くなっても支払いを続けなくてはいけないリスク 
が減り、保険の役割を果たした。結果として学生ローンを使って大学に入学する人も増加し、経
済全体の大学進学者や賃金格差が減少した。 最後に、大学の中退の効果を考えても大学への補
助金の方が再分配より優れていることがわかった。直接的な再分配は一見格差を是正できるよ
うに思うが、所得が増えれば増えるほど払う税金が増えるため、教育を受けて所得を増やそうと
するインセンティブがなくなり、大卒が減ってスキルプレミアムがかえって拡大することがわ
かった。大学への補助金は入学者を増やすので確かに中退者も増やすことになるが、それでもな
おスキルプレミアム減少による格差是正が望ましいことがわかった。 
このように大学の中退のメカニズムを考えることで、新たな奨学金体系や学生ローン体系が望
ましいこと、さらに再分配より奨学金の方が望ましいことがわかった。 
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